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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２枚の金属部材（該金属部材は、同一でも異なっていてもよい）の間に断熱層を挟み込
んでなる断熱積層体であって、
　前記断熱積層体が、
　芯材となる断熱層と、
　前記断熱層の一方側面と他方側面にそれぞれ設けられた金属部材と、を備え、
　前記断熱層の密度が、９０～３８０Ｋｇ／ｍ3であり、
　さらに少なくとも前記断熱層の外周側面には、耐水性塗膜が設けられており、
　前記耐水性塗膜が、アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂の中から選ばれる
少なくとも１種の樹脂を含んでなり、且つ、当該アクリル系樹脂および当該合成ゴムラテ
ックス系樹脂のガラス転移温度が３０℃以下であることを特徴とする断熱積層体。
【請求項２】
　以下の測定方法を用いて算出された吸水率が、５％以下である、請求項１に記載の断熱
積層体。
　［測定方法］
　ＪＩＳ　Ａ－５９０８（吸水厚さ膨張率の吸水率の測定方法）に準じて、該断熱積層体
の初期重量（ｗ1）を測定し、２０±１℃の水中に２４時間浸漬させた後の該断熱積層体
の重量（ｗ2）を測定し、以下の式（１）にて、吸水率を算出する。
　吸水率（％）＝（ｗ2－ｗ1）／ｗ1×１００　・・・（１）
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【請求項３】
　前記耐水性塗膜が、有機イソシアネート系樹脂、エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、合
成ゴムラテックス系樹脂、シリコーン系樹脂、酢酸ビニルエマルション系樹脂および水性
高分子－有機イソシアネート系樹脂の中から選ばれる少なくとも１種の樹脂を含んでなる
、請求項１または２に記載の断熱積層体。
【請求項４】
　前記断熱層が、セルロース繊維、木材繊維、ポリエステル繊維、ポリオレフィン繊維、
ポリアミド繊維、ミネラルウール、ウオルストナイト、カオリン、グラスウール、ガラス
繊維、セラミックス繊維、ウレタンフォーム、ポリスチレンフォーム、フェノールフォー
ムおよびポリエチレンフォームの中から選ばれる少なくとも１種の材料を含んでなる、請
求項１～３のいずれか一項に記載の断熱積層体。
【請求項５】
　前記ポリオレフィン繊維がポリエチレン繊維である、請求項４に記載の断熱積層体。
【請求項６】
　前記金属部材が、金属薄板、鉄、アルミニウム、銅、ステンレス、チタン、アルミニウ
ム・亜鉛合金メッキ鋼板、ホーロー鋼板、クラッド鋼板、ラミネート鋼板、サンドイッチ
鋼板またはガルバリウム鋼鈑である、請求項１～５のいずれか一項に記載の断熱積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物に付帯しない外壁、建物の外壁や内壁、あるいは仕切り板として好適な
断熱積層体に関する。
　詳しくは、耐水性、耐湿性、吸音性、遮音性および耐候性や寸法安定性に優れ、断熱機
能を永続的に持続させることができる断熱パネルなどの断熱積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、建物に付帯しない外壁、建物の外壁または内壁、あるいは仕切り板として断熱パ
ネルなどの断熱積層体が用いられている。このような断熱積層体としては、例えば特許文
献１に開示されているように、２枚の金属部材の間に断熱層を挟み込んでなる断熱パネル
がある。
【０００３】
　断熱パネルは、建物の内部と外部との間において熱の行き来を生じ難くさせるとともに
、火災時においては延焼を防止することができるなど、特に建物において重要な構成部材
の一つである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－２３４４２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記したような従来の断熱パネルは、断熱層の外周側面が露出された状
態で施工される場合があり、例えば、高湿度の環境下や、外気と内気との間での温度差が
大きい環境下においては、この露出された外周側面から断熱層の内部に湿気や水が侵入し
、断熱層の劣化や、断熱層の断熱機能を損なわせてしまう場合が生じていた。さらに、断
熱層の劣化に伴う損傷や、断熱層内部に侵入した湿気や水が、低温の環境下で使用された
場合、断熱層内部の体積の膨張によって、爆裂（断熱層内部の破壊）の危険性がある。
【０００６】
　また、断熱パネルとは別に水切り構造を設けることで、断熱層内部へ浸入した水を排出
することは可能であるが、断熱層への水侵入を完全に抑えることは出来ず侵入した水は、
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完全に取り除くことは出来ない為、断熱層内部に水が残ってしまう。
【０００７】
　本発明は、このような現状に鑑みなされたものであって、断熱層の内部に湿気や水が侵
入することなく、断熱機能を永続的に持続させることができ、耐水性、耐湿性、遮音性、
吸音性および耐候性や寸法安定性に優れる断熱積層体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上述したような従来技術における課題および目的を達成するために発明され
たものであって、
　本発明の断熱積層体は、同一でも異なっていてもよい２枚の金属部材の間に断熱層を挟
み込んでなる断熱積層体であって、該断熱積層体が、芯材となる断熱層と、該断熱層の一
方側面と他方側面にそれぞれ設けられた金属部材とを備え、さらに少なくとも該断熱層の
外周側面には、耐水性塗膜が設けられていることを特徴とする。
【０００９】
　このような構成によれば、耐水性、耐湿性塗膜によって、断熱層の内部に湿気や水が侵
入することを防止（低減化）することができ、断熱機能を永続的に持続させることができ
る。また、該断熱積層体は、耐水性、耐湿性、吸音性、遮音性および耐候性や寸法安定性
に優れる。
【００１０】
　また、本発明の断熱積層体は、前記金属部材の外周側面に、前記断熱層の外周側面に設
けられた前記耐水性塗膜と同じ耐水性塗膜が設けられていても良い。
　このように断熱層の外周側面とともに金属部材の外周側面にも耐水性塗膜が設けられて
いれば、断熱層と金属部材との境界部分を耐水性塗膜で封止することになるため、さらに
確実に断熱層の内部に湿気や水が侵入することを防止することができる。
【００１１】
　また、該断熱層の密度は、本発明の効果を奏する限り特に限定されないが、通常７０～
４００Ｋｇ／ｍ3であり、好ましくは８０～４００Ｋｇ／ｍ3であり、より好ましくは、成
形された断熱積層体の剛性や施工性の理由から、９０～３８０Ｋｇ／ｍ3である。断熱層
は、通常多孔質であり、空隙を有する。
【００１２】
　本発明に係る耐熱性塗膜は、空隙を有する断熱層に対しても、好適に被覆できる。
　本発明の断熱積層体は、次の測定方法を用いて算出された吸水率が、５％以下であるこ
とが好ましく、３％以下であることがより好ましい。更に、耐候性や寸法安定性を向上さ
せる為には、２％以下が更に好ましい。
【００１３】
　［測定方法］
　ＪＩＳ　Ａ－５９０８（吸水厚さ膨張率の吸水率の測定方法）に準じて、該断熱積層体
の初期重量（ｗ1）を測定し、２０±１℃の水中に２４時間浸漬させた後の該断熱積層体
の重量（ｗ2）を測定し、以下の式（１）にて、吸水率を算出する。なお、本発明では、
該断熱積層体の試験片を用いて測定することが簡便であり、該試験片としては、長さ５０
（ｃｍ）×幅５０（ｃｍ）×断熱積層体の厚み（断熱層材料厚みと表裏の金属部材厚み）
１０（ｃｍ）に切断して得られ、かつ、表裏の金属部材にも耐水性塗膜が塗布されている
試験片を用いることが好ましい。
　吸水率（％）＝（ｗ2－ｗ1）／ｗ1×１００　・・・（１）
　このような断熱積層体によれば、耐水性、耐湿性、遮音性、吸音性および耐候性や寸法
安定性に優れ、断熱機能を永続的に持続させることができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、少なくとも断熱層の外周側面に耐水性塗膜を設けることにより、断熱
層の内部に湿気や水が侵入することなく、所望の断熱機能を永続的に持続させることがで
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き、耐水性、耐湿性、吸音性、遮音性および耐候性や寸法安定性に優れる断熱積層体を提
供することができる。
【００１５】
　それゆえ、該断熱積層体を、例えば、建物に付帯しない外壁、建物の外壁または内壁、
あるいは仕切り板として用いることで、高湿度の環境下、雪、雨風の環境下や、外気と内
気との間で温度差が大きい環境下においても、断熱層の内部に湿気や水が侵入することが
なく、断熱層自体の変形、損傷や、断熱層の断熱機能の低下を防止することができる。
【００１６】
　更には、断熱層の特性により、吸音性や遮音性に優れるため、吸音パネルや遮音パネル
として、騒音等の低減化が図れる。
　したがって、道路、鉄道、橋梁やトンネルなどの吸音材や遮音材として好適に利用でき
る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る断熱積層体の斜視図およびこの斜視図のＡ部
拡大分解図である。
【図２】図２は、本発明の他の実施形態に係る断熱積層体の斜視図である。
【図３】図３は、図１に示した断熱積層体の製造工程を説明するための工程図である。
【図４】図４は、図１に示した断熱積層体の別の製造工程を説明するための工程図である
。
【図５】図５は、図２に示した断熱積層体の製造工程を説明するための工程図である。
【図６】図６は、本発明の一実施形態に係る断熱積層体の製造工程を説明するための別の
工程図である。
【図７】図７は、本発明の他の実施形態に係る断熱積層体の製造工程を説明するための別
の工程図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の一実施形態を図面に基づいてより詳細に説明する。
　本発明の断熱積層体は、建物に付帯しない外壁や、建物の外壁または内壁、あるいは仕
切り板として好適なものである。
【００１９】
　＜断熱積層体１０＞
　図１に示したように、本発明の一実施形態にかかる断熱積層体１０は、芯材となる断熱
層２０と、この断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４にそれぞれ設けられた金属部材
３０、３２とを備えている。そして、本断熱積層体１０においては、少なくとも断熱層２
０の外周側面２６に、耐水性塗膜４０が設けられており、この点で特徴的な構成となって
いる。
【００２０】
　なお、耐水性塗膜４０が設けられる箇所については、図１に示した断熱積層体１０のよ
うに、断熱層２０の外周側面２６だけであってもよいが、図２に示したように断熱層２０
の外周側面２６とともに金属部材３０、３２の外周側面３４、３６にも耐水性塗膜４０を
設けるようにしても良いものである。なお、図１および２において、ドット（点）は、耐
水性塗膜４０が形成されている箇所を示す。
【００２１】
　このような耐水性塗膜４０は、本発明の効果を奏する限り特に限定されないが、有機イ
ソシアネート系樹脂、エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹脂、シ
リコーン系樹脂、酢酸ビニルエマルション系樹脂および水性高分子－有機イソシアネート
系樹脂の中から選ばれる少なくとも１種の樹脂を含んでなることが好ましく、有機イソシ
アネート系樹脂、エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹脂およびシ
リコーン樹脂の中から選ばれる少なくとも１種の樹脂を含んでなることがより好ましく、



(5) JP 6550564 B2 2019.7.31

10

20

30

40

50

成形性や作業性の面から、アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹脂およびシリコーン
系樹脂の中から選ばれる少なくとも１種の樹脂を含んでなることが特に好ましい。
【００２２】
　耐水性塗膜に用いるこれらの樹脂は、１種単独でもよく、または２種以上の樹脂でもよ
い。
　また、耐水性塗膜は、前記樹脂を含む耐水改善剤を用いて形成される。
【００２３】
　該耐水改善剤は、本発明の効果を奏する限り特に限定されないが、たとえば、粘度が１
００ｍＰａ・Ｓ/２５℃～７０００ｍＰａ・Ｓ/２５℃であることが好ましく、２００ｍＰ
ａ・Ｓ/２５℃～５０００ｍＰａ・Ｓ/２５℃であることがより好ましい。本発明において
、このような特定の耐水改善剤を用いることで、空隙の多い断熱層の外周側面においても
、空隙内に液ダレせずに好適に塗工できる。
【００２４】
　耐水改善剤は、必要に応じて溶媒あるいは分散媒、添加剤などのその他の成分を含有し
てもよい。添加剤としては、紫外線吸収剤、酸化防止剤、可塑剤、シランカップリング剤
、金属触媒、撥水剤、消泡剤、硬化促進剤、離型剤、離型助剤、タック剤、ホルムアルデ
ヒドキャッチャー剤、架橋剤、安定剤、チクソ性付与剤、造膜助剤などが挙げられるが、
これらの成分に限定されない。添加剤は、本発明の効果を奏する限り特に限定されないが
、通常、前記樹脂の全量１００重量部に対して、それぞれ５重量部以下といった量比で含
まれる。
【００２５】
　有機イソシアネート系樹脂としては、ポリウレタンなどの製造に通常使用されるイソシ
アネート基を有する化合物であれば特に限定されない。たとえば、脂肪族ポリイソシアネ
ート、脂環族ポリイソシアネート、芳香脂肪族ポリイソシアネート、芳香族ポリイソシア
ネート、およびこれらのイソシアネートの誘導体や変性体などが挙げられる。
【００２６】
　脂肪族ポリイソシアネートとしては、たとえば、トリメチレンジイソシアネート、テト
ラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ペンタメチレンジイソ
シアネート、１，２－プロピレンジイソシアネート、１，２－ブチレンジイソシアネート
、２，３－ブチレンジイソシアネート、１，３－ブチレンジイソシアネート、２，４，４
－または２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、２，６－ジイソシア
ネートメチルカプロエートなどの脂肪族ジイソシアネート；リジンエステルトリイソシア
ネート、１，４，８－トリイソジアネートオクタン、１，６，１１－トリイソシアネート
ウンデカン、１，８－ジイソシアネート－４－イソシアネートメチルオクタン、１，３，
６－トリイソシアネートヘキサン、３，５，７－トリメチル－１，８－ジイソシアネート
－５―イソシアネートメチルオクタンなどの脂肪族トリイソシアネートなどが挙げられる
。
【００２７】
　脂環族ポリイソシアネートとしては、たとえば、１，３－シクロペンテンジイソシアネ
ート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、１，３－シクロヘキサンジイソシアネ
ート、３－イソシアネートメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシルイソシアネー
ト（以下、イソホロンジイソシアネートともいう。）、４，４'－メチレンビス（シクロ
ヘキシルイソシアネート）、メチル－２，４－シクロヘキサンジイソシアネート、メチル
－２，６－シクロヘキサンジイソシアネート、１，３－または１，４－ビス（イソシアネ
ートメチル）シクロヘキサン（以下、水添キシリレンジイソシアネートともいう。）もし
くはその混合物、ノルボルナンジイソシアネートなどの脂環族ジイソシアネート；１，３
，５－トリイソシアネートシクロヘキサン、１，３，５－トリメチルイソシアネートシク
ロヘキサン、２－（３－イソシアネートプロピル）－２，５－ジ（イソシアネートメチル
）－ビシクロ（２，２，１）ヘプタン、２－（３－イソシアネートプロピル）－２，６－
ジ（イソシアネートメチル）－ビシクロ（２，２，１）ヘプタン、３－（３－イソシアネ
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ートプロピル）－２，５－ジ（イソシアネートメチル）－ビシクロ（２，２，１）ヘプタ
ン、５－（２－イソシアネートエチル）－２－イソシアネートメチル－３－（３－イソシ
アネートプロピル）―ビシクロ（２，２，１）ヘプタン、６－（２－イソシアネートエチ
ル）－２－イソシアネートメチル－３－（３－イソシアネートプロピル）―ビシクロ（２
，２，１）ヘプタン、５－（２－イソシアネートエチル）－２－イソシアネートメチル－
２－（３－イソシアネートプロピル）－ビシクロ（２，２，１）－ヘプタン、６－（２－
イソシアネートエチル）－２－イソシアネートメチル－２－（３－イソシアネートプロピ
ル）－ビシクロ（２，２，１）ヘプタンなどの脂環族トリイソシアネートなどが挙げられ
る。
【００２８】
　芳香脂肪族ポリイソシアネートとしては、たとえば、１，３－または１，４－キシリレ
ンジイソシアネートもしくはその混合物、ω，ω'－ジイソシアネート－１，４－ジエチ
ルベンゼン、１，３－または１，４－ビス（１－イソシアネート－１－メチルエチル）ベ
ンゼン（以下、テトラメチルキシリレンジイソシアネートともいう。）もしくはその混合
物などの芳香脂肪族ジイソシアネート；１，３，５－トリイソシアネートメチルベンゼン
などの芳香脂肪族トリイソシアネートなどが挙げられる。
【００２９】
　芳香族ポリイソシアネートとしては、たとえば、ｍ－フェニレンジイソシアネート、ｐ
－フェニレンジイソシアネート、４，４'－ジフェニルジイソシアネート、１，５－ナフ
タレンジイソシアネート、２，４－または４，４'－ジフェニルメタンジイソシアネート
（以下、ＭＤＩともいう。）もしくはその混合物、２，４－または２，６－トリレンジイ
ソシアネート（以下、ＴＤＩともいう。）もしくはその混合物、４，４'－トルイジンジ
イソシアネート、４，４'－ジフェニルエーテルジイソシアネートなどの芳香族ジイソシ
アネート；トリフェニルメタン－４，４'，４"－トリイソシアネート、１，３，５－トリ
イソシアネートベンゼン、２，４，６－トリイソシアネートトルエンなどの芳香族トリイ
ソシアネート；４，４'－ジフェニルメタン－２，２'，５，５'－テトライソシアネート
などの芳香族テトライソシアネートなどが挙げられる。
【００３０】
　また、これらのポリイソシアネートの誘導体としては、たとえば、上記ポリイソシアネ
ートのダイマー、トリマー、ビウレット、アロファネート、カルボジイミド、ウレトジオ
ン、オキサジアジントリオン、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート（以下、ク
ルードＭＤＩもしくはポリメリックＭＤＩともいう。）およびクルードＴＤＩなどが挙げ
られる。
【００３１】
　上記ポリイソシアネートの変性体としては、たとえば、上記ポリイソシアネートやポリ
イソシアネートの誘導体と、後述するポリオールまたはポリアミンとを、イソシアネート
基が残存するように、すなわち、ポリイソシアネートまたはその誘導体のイソシアネート
基が、ポリオールの水酸基またはポリアミンのアミノ基よりも過剰となる割合で反応させ
ることによって得られるイソシアネート基が残存しているイソシアネートのポリオール変
性体やポリアミン変性体が挙げられる。
【００３２】
　これらの有機イソシアネート系樹脂は、１種単独で用いてもよく、または２種以上を組
み合わせて用いてもよい。上記例示した有機ポリイソシアネート化合物のうち、芳香族ジ
イソシアネートが好ましく、より好ましくはポリメリックＭＤＩが用いられる。
【００３３】
　前記有機イソシアネート系樹脂に用いるイソシアネートのポリオール変性体用ポリオー
ルとしては、特に限定されるものではないが、通常のポリオール製造方法により得られる
物で良く、ヒドロキシル基を有する化合物（多価アルコール）に環式エーテルを付加させ
ることにより製造することができる。ヒドロキシル基を有する化合物（多価アルコール）
、あるいは、環式エーテルが、一種または二種以上付加したポリエーテルポリオールを用
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いることもできる。
【００３４】
　ヒドロキシル基を有する化合物（多価アルコール）としては、例えば、エチレングリコ
ール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ペンタエリスリトール、トリメチ
ロールプロパン、グリセリン、ソルビトール、ポリプロピレングリコール、ジエチレング
リコール、ポリエチレングリコール、ブチレングリコール、ヘキサントリオール、ショ糖
、ブチレングリコール、ジヒドロキシジフェニルプロパン、スクロース、ジプロピレング
リコール、ジヒドロキシジフェニルプロパン、ジヒドロキシジフェニルエーテル、ジヒド
ロキシジフェニルメタン、ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、ナフタレンジオー
ル、レゾルシノール、フルオログルシン等が挙げられる。これらの中でも、有機イソシア
ネート系化合物との反応性や、接着性の観点から、エチレングリコール、プロピレングリ
コール、ジプロピレングリコール、ショ糖、ソルビトール、ペンタエリスリトール、トリ
メチロールプロパン、グリセリンが好ましく、エチレングリコール、ジプロピレングリコ
ール、ソルビトール、ペンタエリスリトール、トリメチロールプロパン、グリセリンがよ
り好ましい。
【００３５】
　また、環式エーテルとしては、例えば、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、
スチレンオキサイド、ブチレンオキサイド等が挙げられる。これらの中でも、有機イソシ
アネート系化合物との反応性や接着性の観点から、エチレンオキサイド、プロピレンオキ
サイドが好ましい。
【００３６】
　また、多価アルコールとして、分子中に窒素原子を含有するポリオールを用いることも
出来る。該ポリオールとしては、通常のポリオール製造方法により得られ、製造方法につ
いては特に限定はない。開始剤として、具体的には、モノエタノールアミン、ジエタノー
ルアミン、トリエタノールアミン等のエタノールアミン類；　エチレンジアミン、１，２
－プロピレンジアミン、１，３－プロピレンジアミン、１，４－ブタンジアミン、１，６
－ヘキサメチレンジアミン、２，５－ジメチルヘキサメチレンジアミン、トリメチルヘキ
サメチレンジアミンなどのＣ2-10アルキレンジアミンなどのアルキレンジアミン類；　ジ
エチレントリアミン、トリエチレンテトラミンなどのジ乃至テトラアルキレンポリアミン
などのポリアルキレンポリアミン類；　ジアミノベンゼン、キシリレンジアミン、ジアミ
ノジフェニルスルホン、オルトトリレンジアミン、メタトリレンジアミン、４，４'－ジ
フェニルメタンジアミン、２，４'－ジフェニルメタンジアミンなどの芳香族ポリアミン
類；　Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラメチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラメ
チル－１，３－プロピレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラメチル－１，６－ヘキサ
ンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－１，２－エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－１，３
－プロパンジアミンなどＮ－アルキル置換アルキレンジアミン類；　ポリメチルポリフェ
ニルポリアミン、Ｎ－アルキル置換ポリアルキレンポリアミン類などの脂肪族ポリアミン
類；　イソホロンジアミン、メンセンジアミン、メタキシリレンジアミンの水素添加物、
Ｎ－アミノエチルピペラジン、ジアミノジシクロヘキシルメタン、ビス（アミノメチル）
シクロヘキサン、３，９－ビス（３－アミノプロピル）－２，４，８，１０－テトラオキ
サスピロ［５．５］ウンデカンなどの脂環族ポリアミン類；　これらポリアミン化合物に
アルキレンオキサイド（エチレンオキサイドＥＯやプロピレンオキサイドＰＯなどのＣ2-

4アルキレンオキサイド）が付加した付加体（１～６モル程度のアルキレンオキサイドが
付加した付加体、例えば、エチレンジアミンＥＯ４モル付加物、キシリレンジアミンＥＯ
４モル付加物など）；　アニリン等などが挙げられる。これらの中でも、接着剤としての
反応性により、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、エ
チレンジアミン、ジエチレントリアミン、メタトリレンジアミン、ポリメチルポリフェニ
ルポリアミン、アニリンが好ましく、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、エチ
レンジアミン、ジエチレントリアミン、アニリンがより好ましい。窒素原子を含有するポ
リエーテルポリオールは、さらにエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレン
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オキサイド等を付加重合することによって得られる。
【００３７】
　これらの付加重合して得られたポリエーテルポリオールは、単独または２種以上用いて
もよい。
　イソシアネートの変性体の残存イソシアネート基（％、ＮＣＯ率）は、樹脂固形分１０
０％に対して、２％～２０％が好ましく、３％～２０％がより好ましく、４％～１８％が
さらに好ましく、反応性や作業性の面から、５％～１６％が特に好ましい。
【００３８】
　エポキシ系樹脂としては、たとえば、グリシジル基を有する化合物から得られる主剤と
有機ポリアミン等の硬化剤とを混合して反応させる二液型エポキシ樹脂、または前記主剤
に予め潜在性硬化剤を混合し、樹脂使用時に加熱等により主剤と硬化剤とを反応させる一
液型エポキシ樹脂が挙げられる。
【００３９】
　前記主剤としては、エピクロルヒドリン・ビスフェノールＡ型樹脂、エピクロルヒドリ
ン・ビスフェノールＦ型樹脂、メチルエピクロルヒドリンをベースとするエポキシ樹脂、
鎖状エポキシ樹脂、ポリアルキレンエーテル系エポキシ樹脂、ノボラック型エポキシ樹脂
、環状脂肪族エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００４０】
　前記硬化剤としては、脂肪族アミン、内在アミンアダクト、分離アミンアダクト、ポリ
アミド樹脂、芳香族アミン、アミン予備縮合物、アミン塩、有機酸無水物、アミノ・フェ
ノール樹脂、脂肪酸、アルキッド樹脂、メルカプタン等が挙げられる。また前記潜在性硬
化剤としては、常温で固体であり、加熱により液化することによって前記主剤と反応して
硬化する化合物、たとえばヒドラジンが挙げられる。
【００４１】
　このようなエポキシ系樹脂としては、たとえば、コニシ株式会社製クイックセット（登
録商標）（製品コード：１５９２５０Ａ）などが挙げられる。
　アクリル系樹脂としては、たとえば、芳香族ビニル系モノマーと不飽和カルボン酸エス
テルモノマーと不飽和カルボン酸との共重合体を含有するエマルジョンが挙げられる。ま
た、前記共重合体は前記成分とアクリロニトリル、アミド基を有する（メタ）アクリルモ
ノマー等との共重合体であってもよい。
【００４２】
　前記芳香族ビニル系モノマーとしては、スチレン、α－メチルスチレン、ジビニルベン
ゼン等が挙げられる。
　前記不飽和カルボン酸エステルモノマーとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチ
ル（メタ）アクリレート、n－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）ア
クリレート、n－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、tert
－ブチル（メタ）アクリレート、2－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート等の炭素数１～１２のアル
キル基を有する（メタ）アクリル酸エステルや酢酸ビニル等が挙げられる。
【００４３】
　前記不飽和カルボン酸としては、アクリル酸、メタアクリル酸、クロトン酸等の不飽和
モノカルボン酸やイタコン酸、マレイン酸、フマール酸等の不飽和ジカルボン酸等が挙げ
られる。
【００４４】
　また、前記アミド基を有する（メタ）アクリルモノマーとしては、（メタ）アクリルア
ミド、マレイミド、N－メチロール（メタ）アクリルアミド、N－メトキシメチル（メタ）
アクリルアミド、N－イソプロポキシメチル（メタ）アクリルアミド、N－ブトキシメチル
（メタ）アクリルアミド、N－イソブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、N－オクチロ
キシメチル（メタ）アクリルアミド、N－カルボキシメチル（メタ）アクリルアミド等が
挙げられる。
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【００４５】
　また、これらの芳香族ビニル系モノマー、不飽和カルボン酸エステルモノマー、不飽和
カルボン酸、アミド基を有する（メタ）アクリルモノマーには、構造中に水酸基を有して
いてもよい。
【００４６】
　合成ゴムラテックス系樹脂としては、たとえば、ブタジエンと、芳香族ビニル系モノマ
ーと不飽和カルボン酸エステルモノマーとアクリロニトリルからなる群から選ばれる少な
くとも１種のモノマーと、アミド基を有する（メタ）アクリルモノマーと、不飽和カルボ
ン酸との共重合体である合成ゴムラテックスが挙げられる。
【００４７】
　前記芳香族ビニル系モノマー、前記不飽和カルボン酸エステルモノマー、アミド基を有
する（メタ）アクリルモノマーおよび不飽和カルボン酸としては、アクリル系樹脂で挙げ
られているモノマーを適宜用いることができる。
【００４８】
　なお、これらの芳香族ビニル系モノマー、不飽和カルボン酸エステルモノマー、アミド
基を有する（メタ）アクリルモノマー、不飽和カルボン酸には、構造中に水酸基を有して
いてもよい。
【００４９】
　アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂の調製方法の一例を示す。
　アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹脂は、好適には乳化重合により調製すること
ができる。この乳化重合は、従来公知の乳化重合法により行うことができる。たとえば、
前述芳香族ビニル系単量体、不飽和カルボン酸エステル系単量体、アミド基含有（メタ）
アクリル系単量体および不飽和カルボン酸系単量体、合成ゴム系ラテックス系樹脂の場合
には、さらに１、３－ブタジエン、２－メチル－１，３－ブタジエン、２－クロロ－１，
３－ブタジエンなどの脂肪族共役ジエン系単量体を、水を溶媒として、界面活性剤、連鎖
移動剤、ラジカル重合開始剤の存在下で乳化重合することにより、上記アクリル系樹脂ま
たは合成ゴムラテックス系樹脂を得ることができる。このとき、上記単量体の量を適宜設
定することにより、得られるアクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂のガラス転
移温度を調節することができる。
【００５０】
　具体的には、まず、所望の樹脂のガラス転移温度を決め、次に、この樹脂の重合にモノ
マーとして用いる、不飽和カルボン酸エステル系単量体、アミド基含有（メタ）アクリル
系単量体、不飽和カルボン酸系単量体、芳香族ビニル系単量体および脂肪族共役ジエン系
単量体のそれぞれのガラス転移温度と、公知であるＦＯＸの式とを用いて前記モノマーの
組成を設定する。なお、ＦＯＸの式は、１/Ｔｇ＝Σ（Ｗi/Ｔｇi）で表され、Ｔｇは樹脂
のガラス転移温度（Ｋ）、Ｔｇiはモノマーｉのガラス転移温度（Ｋ）、Ｗiはモノマーｉ
の重量分率を示す。
【００５１】
　より好ましくは、まず、樹脂のガラス転移温度と、アミド基含有（メタ）アクリル系単
量体および不飽和カルボン酸系単量体の量とを設定し、次に、樹脂のガラス転移温度が所
望の値となるように、ＦＯＸの式を用いて、不飽和カルボン酸エステル系単量体、芳香族
ビニル系単量体および脂肪族共役ジエン系単量体の量を調製する。
【００５２】
　界面活性剤としては、乳化重合に使用できるものであれば特に限定はなく、脂肪酸石鹸
、ロジン酸石鹸、アルキルスルホン酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウムなどの
アルキルベンゼンスルホン酸塩、ジアルキルアリールスルホン酸塩、アルキルスルホコハ
ク酸塩、ポリオキシエチレンアルキル硫酸塩、ポリオキシエチレンアルキルアリール硫酸
塩等のアニオン性界面活性剤；ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレ
ンラウリルエーテルなどのポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル、ポリオキシエ
チレンソルビタン脂肪酸エステル、オキシエチレンオキシプロピレンブロックコポリマー
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等のノニオン性界面活性剤が挙げられる。これらの界面活性剤は、通常、アニオン性界面
活性剤単独で、またはアニオン性界面活性剤とノニオン性界面活性剤とを併用して用いら
れ、上記単量体の合計量に対して０．０１～５重量％の範囲で用いることが好ましい。
【００５３】
　上記連鎖移動剤としては、乳化重合に使用できる従来公知の連鎖移動剤を使用すること
ができる。たとえば、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデ
シルメルカプタン、メルカプトエタノール等のメルカプタン類；四塩化炭素等のハロゲン
化炭化水素類；ジメチルキサントゲンジスルフィド、ジエチルキサントゲンジスルフィド
、ジイソプロピルキサントゲンジスルフィド等のキサントゲンジスルフィド類；テトラメ
チルチウラムジスルフィド、テトラエチルチウラムジスルフィド、テトラブチルチウラム
ジスルフィド等のチウラムジスルフィド類；ターピノーレン等のテルペイノイド類；アリ
ルアミン、アリルアルコール等のアリル化合物；２，４－ジメチル－６－ｔ－ブチルフェ
ノール、α－メチルスチレンダイマー、２－エチルヘキシルチオグリコレート、３－フェ
ニル－１－ペンテン、１，４－シクロヘキサジエン、ヒドロキノン、ｔ－ブチルカテコー
ル、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール、２，６－キシレノール、システア
ミン等が挙げられる。
【００５４】
　上記ラジカル重合開始剤としては、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸アンモ
ニウム等の過硫酸塩；過酸化水素、過酸化ベンゾイル、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイ
ド、クメンハイドロパーオキサイド等の過酸化物；２，２－アゾビスイソブチロニトリル
等のアゾビス化合物等が挙げられる。これらのうち、過硫酸塩が特に好ましい。ラジカル
重合開始剤は、単量体の合計量に対して、通常０．０１～５重量％の範囲で用いる。
【００５５】
　重合温度は６０～９０℃が好ましいが、重亜硫酸ソーダ、アスコルビン酸（塩）、ロン
ガリット等の還元剤をラジカル重合開始剤と組み合わせた低温レドックス重合でも行うこ
とができる。
【００５６】
　また、上記重合の際、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸
ナトリウム等のＰＨ調節剤等の重合調整剤を添加してもよい。
　また、得られたアクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂は中和により安定化さ
せることが好ましい。特に、アンモニアなどの揮発性アミン類による中和は耐水性および
接着力が向上するため好ましい。中和により調製されるｐＨの範囲は、好ましくは４～９
であり、より好ましくは５～８である。ｐＨが上記範囲にあると、樹脂組成物の硬化性に
影響を与えず、また、樹脂組成物は被着体へ安定して塗布することができ、十分な機械的
安定性を示す。
【００５７】
　アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂のガラス転移温度も特に限定はないが
、４０℃以下が好ましく、３０℃以下が更に好ましい。成形性や作業性より、２０℃以下
が更に好ましい。
【００５８】
　また、必要に応じ、造膜性を早くし、生産性を高めるために、造膜助剤を添加しても良
い。造膜助剤としては、たとえば、ブチルセロソルブ、メチルカルビトール、ブチルカル
ビトール、ベンジルアルコールおよびヘキサノールが挙げられる。
【００５９】
　アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂のそれぞれの固形分も特に限定はない
が、好ましくは３０～７０重量％、より好ましくは４０～６０重量％であることが望まし
い。
【００６０】
　シリコーン系樹脂としては、たとえば、一成分型シリコーン系、二成分型シリコーン系
、一成分型ポリイソブチレン系、一成分型変成シリコーン系が挙げられる。
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　このようなシリコーン系樹脂としては、たとえば、コニシ株式会社製ボンドシリコンシ
ーラント（品番：１成分シリコン系シーリング材　♯０４６９０）などが挙げられる。
【００６１】
　酢酸ビニルエマルション系樹脂としては、たとえば、酢酸ビニルモノマーと、上記芳香
族ビニル系モノマー、不飽和カルボン酸エステルモノマー、不飽和カルボン酸、アミド基
を有するアクリルモノマーおよびアクリロニトリルからなる群から選択される少なくとも
１種のモノマーとを保護コロイド重合したものが挙げられる。
【００６２】
　また、酢酸ビニルエマルション系樹脂も、アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系
樹脂に準じて調製できる。
　水性高分子－有機イソシアネート系樹脂としては、ポリビニルアルコール水溶液に、前
記アクリル系樹脂、前記合成ゴムラテックス系樹脂および前記酢酸ビニルエマルション系
樹脂から選択される少なくとも１種の樹脂と充填剤を配合した主剤と、硬化剤として、前
記有機イソシアネート系樹脂成分からなる二液性の樹脂が挙げられる。充填剤としては、
クレー、タルク、炭酸カルシウム、酸化カルシウム、硅砂、ムスレート粉、マイカ粉、ガ
ラス粉末、亜鉛華、二酸化チタン、カオリン、硅石粉（石英）、砂藻土、ベントナイト、
雲母、寒水、軽石、水酸化アルミニウム、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、石膏、
硫酸バリウム、水酸化マグネシウム、小麦粉、スターチ、澱粉、大麦粉等が挙げられ、こ
れらの中から選択される少なくとも１種以上配合されたものが挙げられる。
【００６３】
　断熱層２０は、本発明の効果を奏する限り特に限定されず、断熱層として用いられる公
知の材料よりなるが、セルロース繊維、木材繊維、ポリエステル繊維、ポリエチレン繊維
などのポリオレフィン繊維、ポリアミド繊維、ミネラルウール、ロックウール、ウオルス
トナイト、カオリン、グラスウール、ガラス繊維、セラミックス繊維、ウレタンフォーム
、ポリスチレンフォーム、フェノールフォームおよびポリエチレンフォームの中から選ば
れる少なくとも１種の材料を含んでなることが好ましく、耐火性が高いとの理由から、ロ
ックウールおよび／またはセラミック繊維を含んでなることが特に好ましい。
【００６４】
　本発明において、耐水性塗膜を塗布し易い点と、好適な断熱性が得られる点で、断熱層
としてはロックウールがさらに好ましい。
　金属部材３０，３２は、本発明の効果を奏する限り特に限定されず、断熱積層体に用い
られる公知の材料よりなるが、たとえば、金属薄板、鉄、アルミニウム、銅、ステンレス
、チタン、アルミニウム・亜鉛合金メッキ鋼板、ホーロー鋼板、クラッド鋼板、ラミネー
ト鋼板、サンドイッチ鋼板またはガルバリウム鋼鈑であることが好ましい。金属部材３０
，３２は、屋外及び屋内で使用される環境によって使い分けることが出来、金属部材３０
，３２は、同一でも異なっていてもよい。
【００６５】
　本発明の一つの好適態様は、アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹脂およびシリコ
ーン系樹脂の中から選ばれる少なくとも１種の樹脂を含んでなる耐水性塗膜を、好ましく
はアクリル系樹脂および／または合成ゴムラテックス系樹脂を含んでなる耐水性塗膜４０
を、密度が７０～３００Ｋｇ／ｍ3、好ましくは８０～２５０Ｋｇ／ｍ3であるロックウー
ル（断熱層２０）の外周側面２６に塗布し、該ロックウールの両側面２２，２４に金属部
材３０，３２を設けた断熱積層体１０である。アクリル系樹脂、合成ゴムラテックス系樹
脂およびシリコーン系樹脂は、ロックウールの空隙内に過浸透せず、好適に耐水性塗膜を
形成できる。また、アクリル系樹脂および／または合成ゴムラテックス系樹脂をロックウ
ールに用いた場合、乾燥工程（アクリル系樹脂および／または合成ゴムラテックス系樹脂
中の水分を蒸発させる設備）を設けることで容易に耐水性塗膜を得ることが出来るため、
好ましい。
【００６６】
　アクリル系樹脂および／または合成ゴムラテックス系樹脂中の水分を蒸発させる方法と
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しては、特に限定されず、たとえば、通風の良い所での養生や、４０℃程度の部屋での養
生する事が挙げられる。水分を蒸発させることで、アクリル系樹脂および／または合成ゴ
ムラテックス系樹脂の耐水性塗膜を得る事が出来る。
【００６７】
　＜断熱積層体１０の製造方法＞
　次いで上記した断熱積層体１０の製造方法の実施例について説明する。
　本発明の断熱積層体１０の製造方法としては、まず図３（ａ）に示したように、板状の
断熱層２０を用意し、次いで図３（ｂ）に示したように、断熱層２０の外周側面２６に耐
水性塗膜４０を塗布形成する。該塗布は、前記樹脂を含む耐水改善剤を用いて、たとえば
、スプレー法、ロール、刷毛やスクレーパー等によって形成される。その塗布の量は、本
発明の効果を奏する限り特に限定されないが、通常、樹脂固形分で５０～１０００ｇ／ｍ
2、好ましくは１００～８００ｇ／ｍ2、より好ましくは１００～５００ｇ／ｍ2になるよ
うに耐水改善剤を断熱層２０へ塗布する。
【００６８】
　さらに、図３（ｃ）に示したように、外周側面２６に耐水性塗膜４０が塗布形成された
断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４にそれぞれ金属部材３０，３２を配設し、金属
部材３０，３２の外方より断熱層２０に向かって押圧する。このような製法により、図１
に示したような断熱積層体１０が得られる。
【００６９】
　この押圧の際には、断熱層２０と金属部材３０との間、および断熱層２０と金属部材３
２との間に接着剤を塗布しておくことが好ましい。また、予め金属部材３０，３２に接着
剤を塗布するか、あるいは、断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４のそれぞれに接着
剤を塗布して、断熱層２０と金属部材３０，３２を押圧することにより、一体化させるこ
とも好ましい。
【００７０】
　このような接着剤としては特に限定されるものではなく、公知の２液反応型ウレタン系
接着剤、２液反応型エポキシ系接着剤や反応性ホットメルト系接着剤などが挙げられる。
　また、他の製造方法としては、図４（ａ）に示したように、板状の断熱層２０を用意し
、次いで図４（ｂ）に示したように、断熱層２０の外周側面２６および一方側面２２，他
方側面２４の全ての面に耐水性塗膜４０を形成しておく。最後に図４（ｃ）に示したよう
に、断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４にそれぞれ金属部材３０，３２を配設し、
金属部材３０，３２の外方より断熱層２０に向かって押圧することにより、図１に示した
ような断熱積層体１０が得られるようにしても良い。
【００７１】
　このような製造方法の場合には、断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４に形成され
た耐水性塗膜４０が接着剤としても役割をなすことができる。
　さらに、他の製造方法としては、図５（ａ）に示したように、板状の断熱層２０を用意
する。次いで図５（ｂ）に示したように、断熱層２０の一方側面２２と他方側面２４にそ
れぞれ金属部材３０，３２を配設し、断熱層２０の一方側面２２と金属部材３０の間およ
び断熱層２０の他方側面２４と金属部材３２との間に上記したのと同様な接着剤を塗布形
成した状態で、金属部材３０，３２の外方より断熱層２０に向かって押圧して断熱層２０
と金属部材３０，３２とを密着させる。最後に図５（ｃ）に示したように、断熱層２０の
外周側面２６および金属部材３０，３２の外周側面３４，３６に耐水性塗膜４０を塗布形
成することにより、図２に示したような断熱積層体１０を得るようにしても良い。
【００７２】
　なお、このような本発明の断熱積層体１０は、上記したような製造方法により、一つず
つ製造しても良いものであるが、より生産性を向上させるために、図６に示したような製
造方法を用いても良いものである。
【００７３】
　具体的には、巻装されて成る長尺状の金属部材３０，３２を上下に用意しておき、この
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間に所定幅にカットされ、外周側面２６に耐水性塗膜４０が塗布形成された断熱層２０を
隙間なく並べる。この状態で断熱層２０の一方側面２２および他方側面２４にいっぺんに
金属部材３０，３２を送り出してローラー５２，５４で挟持し、これを切断機５６により
断熱層２０の幅もしくは所望の幅でカットする（本図においては断熱層２０の幅でカット
している）。
【００７４】
　このような製法により、図１に示したような断熱積層体１０を得る。なお、図６におい
て符号５８は、所定幅にカットされた断熱層２０を隙間なく並べる際に断熱層２０を押す
プッシャである。
【００７５】
　また図示しないが、この方法においては、ローラー５２，５４で挟持する際に、断熱層
２０と金属部材３０との間および断熱層２０と金属部材３２との間に接着剤を塗布形成さ
せることが好ましい。
【００７６】
　また、生産性を向上させるための更なる製造方法としては、図７に示したような製造方
法を用いても良い。
　具体的には、巻装されて成る長尺状の金属部材３０，３２を上下に用意しておき、この
間に予め所定幅にカットされた断熱層２０を隙間なく並べる。この状態で断熱層２０の一
方側面２２および他方側面２４にいっぺんに金属部材３０，３２を送り出してローラー５
２，５４で挟持し、これを切断機５６により断熱層２０の幅もしくは所望の幅でカットす
る（本図においては断熱層２０の幅でカットしている）。最後に塗布手段６０を介して断
熱層２０の外周側面２６と金属部材３０，３２の外周側面３４，３６に耐水性塗膜４０を
スプレーコートする。このような製法により、図２に示したような断熱積層体１０を得る
。この方法においても、ローラー５２，５４で挟持する際に、断熱層２０と金属部材３０
との間および断熱層２０と金属部材３２との間に接着剤を塗布形成させることが好ましい
。
【００７７】
　以上、本発明の好ましい一実施態様を説明してきたが、本発明はこれに限定されること
はない。例えば図面においては、断熱層および金属部材の外形は四角形状のものとして説
明したが、これに限定されるものではなく、種々の施工法、設置場所、用途に応じて選択
でき、例えば多角形状，円形状，楕円形状などとしてもよい。さらには断熱層同士を嵌合
させることができるよう、凹部や凸部からなる嵌合部が設けられていても良い。また、金
属部材の表面は、意匠性を持たせるために、カラー塗装、亜鉛合金メッキや、凹凸やエン
ボスなどの化粧が施されていてもよい。断熱層および金属部材の厚さは、特に限定されな
い。
【００７８】
　また、断熱層は複数の分割断熱層（図示せず）を並べて、一つの断熱層としても良い。
　さらに図２に示した断熱積層体１０のように断熱層２０の外周側面２６と金属部材３０
，３２の外周側面３４，３６に耐水性塗膜４０を設ける以外にも、これにさらに金属部材
３０，３２の一方側面と他方側面の全面またはその一部にも耐水性塗膜４０を設けても良
いなど、本発明の目的を逸脱しない範囲で種々の変更が可能なものである。
【実施例】
【００７９】
　次に、本発明の実施例を示して本発明をさらに詳細に説明するが、本発明は、これらに
限定されるものではない。
　〔測定条件および耐水改善剤の調製〕
　実施例における物性の測定条件および耐水改善剤の調製方法は、以下のとおりである。
【００８０】
　（１）断熱積層体の吸水率（％）
　得られた断熱積層体を用いて、ＪＩＳ　Ａ－５９０８（吸水厚さ膨張率の吸水率の測定
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方法）に準じた、前記測定方法により、吸水率を測定した。
【００８１】
　（２）耐水性塗膜用の耐水改善剤の調製
　（２－１）有機イソシアネート系樹脂
　（有機イソシアネート）
　・ポリメリックＭＤＩ：三井化学株式会社製コスモネートＭ－１００、ＮＣＯ％：３１
．３±０．５％、粘度：１５０±３０（ｍＰａ・Ｓ／２５℃）
　・ＴＤＩ：三井化学株式会社製コスモネートＴ－８０、ＮＣＯ％：３１．３±０．５％
、粘度：１５０±３０（ｍＰａ・Ｓ／２５℃）
【００８２】
　（ポリオール）
　（ポリオールａ）
　グリセリンおよび水酸化カリウム３ｇを内容積２Ｌのオートクレーブに装入し、オート
クレーブ内を乾燥窒素で置換し、攪拌、昇温を開始し、１１０℃で反応機の内圧が４．０
Ｋｇ／ｃｍ2Ｇ以下に保たれるようにプロピレンオキサイドを徐々に装入し、反応を行っ
た。プロピレンオキサイドの原料を装入終了後、内圧の低下が認められなくなるまで６時
間攪拌し反応を行った。反応終了後、８５％燐酸で中和し減圧脱水後、濾過により燐酸塩
を除去し、内容物を取り出し、ポリオキシアルキレンポリオール（ａ）を得た。
　このポリオキシアルキレンポリオールの官能基数は３、水酸基価は３７ｍｇＫＯＨ／ｇ
、および数平均分子量は４５００であった。
【００８３】
　（ポリオールｂ）
　ペンタエリスリトールに、プロピレンオキサイドとエチレンオキサイドを（重量比で２
対１）付加し、官能基数４、数平均分子量９５０、水酸基価２３６ｍｇＫＯＨ/ｇのポリ
オキシアルキレンポリオール（ｂ）を得た。
【００８４】
　（ポリオールｃ）
　ジプロピレングリコールに、プロピレンオキサイドを付加し、官能基数２、数平均分子
量１０００、水酸基価１１２ｍｇＫＯＨ/ｇのポリオキシアルキレンポリオール（ｃ）を
得た。
【００８５】
　（ポリオールｄ）
　グリセリンに、プロピレンオキサイドとエチレンオキサイドを（重量比で３対１）付加
し、官能基数３、数平均分子量３６００、水酸基価４６ｍｇＫＯＨ/ｇのポリオキシアル
キレンポリオール（ｄ）を得た。
【００８６】
　〔変性イソシアネート（Ａ）〕
　１リットルフラスコに、前記ポリメリックＭＤＩ（コスモネートＭ－１００）に、前記
ポリオールａとポリオールｂを重量比２対１で、残存イソシアネート基％（ＮＣＯ％）で
１５％になるように仕込み、窒素シール下で撹拌しながら８０℃に昇温した後、１５０分
間反応させ、２５℃まで冷却して残存イソシアネート基％（ＮＣＯ％）が１５％の樹脂固
形分１００％変性イソシアネート（Ａ）を得た。
【００８７】
　〔変性イソシアネート（Ｂ）〕
　１リットルフラスコに、前記ＴＤＩ（コスモネートＴ－８０）に、前記ポリオールｃと
ポリオールｄを重量比１対１で、残存イソシアネート基％（ＮＣＯ％）で５％になるよう
に仕込み、窒素シール下で撹拌しながら８０℃に昇温した後、１５０分間反応させ、２５
℃まで冷却して残存イソシアネート基％（ＮＣＯ％）が５％の樹脂固形分１００％の変性
イソシアネート（Ｂ）を得た。
【００８８】
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　（２－２）エポキシ系樹脂
　〔エポキシ系樹脂（Ｃ）〕
　・コニシ株式会社製　２液型エポキシ系接着剤　主剤エポキシ樹脂、硬化剤ポリチオー
ル・三級アミン　（製品名　クイックセット）、樹脂固形分１００％。
【００８９】
　（２－３）アクリル系樹脂
　〔アクリル系樹脂（Ｄ）または（Ｅ）〕
　表１に示す割合で混合したモノマー混合物１００重量部と、連鎖移動剤（ｔｅｒｔ－ド
デシルメルカプタン）０．５重量部との混合物を、蒸留水５０重量部とドデシルベンゼン
スルホン酸ナトリウム０．５重量部との混合液中に、撹拌しながら滴下して乳化モノマー
（１）および（２）を調製した。
【００９０】
　一方、１リットルフラスコに蒸留水９５重量部と、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリ
ウム０．１重量部とを仕込み、窒素シール下で撹拌しながら７０℃に昇温した後、前記乳
化モノマー（１）または（２）１重量部と、過硫酸カリウム０．５重量部とを添加し、３
０分間反応させてエマルション粒子の種を形成した。
【００９１】
　これに、前記乳化モノマー（１）または（２）を３時間かけて連続滴下して反応させ、
さらに３時間かけて残留モノマーを反応させた。得られた反応生成物を４０℃に冷却した
後、１４％アンモニア水でｐＨ７に調整し、１００メッシュの金網でろ過して、樹脂固形
分５０％のアクリル系樹脂（Ｄ）または（Ｅ）を得た。得られたアクリル系樹脂のガラス
転移温度（Ｔｇ）を表１に示す。
【００９２】
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【表１】

【００９３】
　（２－４）合成ゴムラテックス樹脂
　〔合成ゴム系ラテックス樹脂（Ｆ）または（Ｇ）〕
　表２に示す割合で混合したモノマー混合物１００重量部と、連鎖移動剤（ｔｅｒｔ－ド
デシルメルカプタン）５重量部との混合物を、蒸留水５００重量部とドデシルベンゼンス
ルホン酸ナトリウム２重量部との混合液中に、撹拌しながら滴下して乳化モノマー（３）
または（４）を調製した。
【００９４】
　一方、撹拌機付き３リットルオートクレーブ中に、蒸留水５００重量部、ドデシルベン
ゼンスルホン酸ナトリウム１重量部、過硫酸カリウム５重量部を仕込んで密閉した。その
後、オートクレーブ内圧力を窒素にて５ｋｇ／ｃｍ2まで加圧し、５分間静置して漏れの
有無を確認後、５００ｍｍＨｇまで減圧した。この操作（加圧－静置－減圧）を２回繰り
返した。次いで、窒素シール下、２５０ｒｐｍの回転速度で撹拌しながら、６５℃まで昇
温した後、表２に記載の量の０．５％の１，３－ブタジエンと総量の０．５％の前記乳化
モノマーとを添加し、３０分間反応させてエマルション粒子の種を形成した。
【００９５】
　これに、残りの前記乳化モノマーと１，３－ブタジエンとを８時間かけて連続滴下して
反応させ、さらに１２時間かけて残留モノマーを反応させた。得られた反応生成物を４０
℃に冷却した後、１４％アンモニア水でｐＨ７に調整し、１００メッシュの金網でろ過し
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て、樹脂固形分５０％の合成ゴム系ラテックス樹脂（Ｆ）または（Ｇ）を得た。得られた
合成ゴム系ラテックス樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）を表２に示す。
【００９６】
【表２】

【００９７】
　（２－５）シリコーン系樹脂
　〔シリコーン系樹脂（Ｈ）〕
　・コニシ株式会社製　ボンド変性シリコンシーラント（製品名　ボンド　１成分変性シ
リコーン系シーリング材　＃０４６９０）、樹脂固形分１００％。
【００９８】
　〔実施例１〕
　０．５ｍｍ厚のガルバリウム鋼板（金属部材）と、密度１２０Ｋｇ／ｍ3のロックウー
ル断熱層と、０．５ｍｍ厚のステンレス板（金属部材）とがこの順で積層された厚み１５
ｃｍのパネルの、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）の
それぞれの四方面に、変性イソシアネート（Ａ）を樹脂固形分で１５０ｇ/ｍ2になるよう
にロールで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【００９９】
　〔実施例２〕
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　厚み０．５ｍｍの鉄板と、密度３８０Ｋｇ／ｍ3の木質繊維からなるインシュレーショ
ンボード断熱層と、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚み１０ｃｍ
のパネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層
の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、変性イソシアネート（Ｂ）を樹脂固形分で１
８０ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１００】
　〔実施例３〕
　厚み０．５ｍｍのエンボス加工されたアルミニウム・亜鉛合金メッキ鋼板と、密度２０
０Ｋｇ／ｍ3のポリアミド繊維とガラス繊維からなる断熱層と、厚み０．５ｍｍのアルミ
ニウム板とがこの順で積層された厚み２０ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様に、金
属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に
、エポキシ樹脂（Ｃ）の主剤と硬化剤を重量比１対１で均一混合後、樹脂固形分で４００
ｇ/ｍ2になるようスクレーパーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０１】
　〔実施例４〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板の２枚の間に、密度１５０Ｋｇ／ｍ
3のロックウール断熱層が挟み込まれた厚み５０ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様
に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四
方面に、アクリル系樹脂（Ｄ）１００ｇに対し、造膜助剤としてブチルセロソルブを２ｇ
混合後、樹脂固形分で３００ｇ/ｍ2になるようスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６
５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０２】
　〔実施例５〕
　厚み０．５ｍｍのガルバリウム鋼板と、密度１２０Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱層と
、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚み２０ｃｍのパネルを用いて
、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６
）のそれぞれの四方面に、アクリル系樹脂（Ｅ）を樹脂固形分で４００ｇ/ｍ2になるよう
にスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０３】
　〔実施例６〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板の２枚の間に、密度１５０Ｋｇ／ｍ
3のロックウール断熱層が挟み込まれた厚み１０ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様
に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四
方面に、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｆ）を樹脂固形分で５００ｇ/ｍ2になるようにスプ
レーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０４】
　〔実施例７〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板と、密度１２０Ｋｇ／ｍ3のロック
ウール断熱層と、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚み１５ｃｍの
パネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の
外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｇ）を樹脂固形分
で４５０ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生
した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０５】
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　〔実施例８〕
　厚み０．５ｍｍのホーロー鋼板の２枚の間に、密度９５Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱
層が挟み込まれた厚み５０ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側
面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、シリコーン系
樹脂（Ｈ）を樹脂固形分で４００ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、１週間２０℃
、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０６】
　〔実施例９〕
　厚み０．５ｍｍのエンボス加工されたアルミニウム・亜鉛合金メッキ鋼板と、密度２５
０Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱層と、厚み０．５ｍｍの鉄板とがこの順で積層された厚
み５ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）およ
び断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、アクリル系樹脂（Ｅ）を樹脂固形分
で２５０ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布し、１週間２０℃６５％の部屋で養生し
た。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０７】
　〔実施例１０〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板と、密度１６０Ｋｇ／ｍ3のセラミ
ックス繊維からなる断熱層と、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚
み１５ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）お
よび断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｇ）
を樹脂固形分で２８０ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％
の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０８】
　〔実施例１１〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板の２枚の間に、密度１４０Ｋｇ／ｍ
3のポリエステル繊維と木質繊維からなる断熱層が挟み込まれた厚み１０ｃｍのパネルを
用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面
（２６）のそれぞれの四方面に、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｆ）を樹脂固形分で２３０
ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１０９】
　〔実施例１２〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板の２枚の間に、密度１８０Ｋｇ／ｍ
3のセラミックス繊維とポリオレフィン繊維からなる断熱層が挟み込まれた厚み１５ｃｍ
のパネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層
の外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、アクリル系樹脂（Ｄ）１００ｇに対し、造膜
助剤としてブチルセロソルブを１．５ｇ混合後、樹脂固形分で２７０ｇ/ｍ2になるようス
プレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１１０】
　〔実施例１３〕
　厚み０．５ｍｍのガルバリウム鋼板と、密度１３０Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱層と
、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚み２０ｃｍのパネルを用いて
、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６
）のそれぞれの四方面に、アクリル系樹脂（Ｅ）を樹脂固形分で１４０ｇ/ｍ2になるよう
にスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
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【０１１１】
　〔実施例１４〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板と、密度１２０Ｋｇ／ｍ3のロック
ウール断熱層と、厚み０．５ｍｍのステンレス板とがこの順で積層された厚み５０ｃｍの
パネルを用いて、実施例１と同様に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の
外周側面（２６）のそれぞれの四方面に、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｇ）を樹脂固形分
で１７０ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生
した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１１２】
　〔実施例１５〕
　厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板の２枚の間に、密度１６０Ｋｇ／ｍ
3のロックウール断熱層が挟み込まれた厚み１０ｃｍのパネルを用いて、実施例１と同様
に、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６）のそれぞれの四
方面に、シリコーン系樹脂（Ｈ）を樹脂固形分で２２０ｇ/ｍ2になるようにロールで均一
塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１１３】
　〔実施例１６〕
　厚み９．５ｃｍ、密度１６０Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱層の外周側面（２６）にア
クリル系樹脂（Ｅ）を樹脂固形分で３００ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、１週
間２０℃、６５％の部屋で養生した。
【０１１４】
　次いで、前記予め処理したロックウール断熱層の一方側面（２２）に変性イソシアネー
ト（Ａ）を２００ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装
が施されたカラー鋼板に、１００ｇ/ｍ2になる様スプレーを用い蒸留水を塗布後、前記変
性イソシアネート（Ａ）を塗布した面と合わせ、更にロックウール断熱層の他方側面（２
４）に変性イソシアネート（Ａ）を２００ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、厚み
０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板に、１００ｇ/ｍ2になる様スプレーを用い
蒸留水を塗布後、前記変性イソシアネート（Ａ）を塗布した面と合わせ、プレスに厚み１
０ｃｍの調整用バーをセットし、前記ロックウール断熱層の一方側面と他方側面にカラー
鋼板をそれぞれ合わせた積層体をセットし、１．０ＭＰaの圧力を１２０分かけて、厚み
１０ｃｍの断熱積層体を得た。該断熱積層体を１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１１５】
　〔実施例１７〕
　厚み１４．５ｃｍ、密度１５０Ｋｇ／ｍ3のロックウール断熱層の６面（外周側面２６
、一方側面２２および他方側面２４の全ての面）にアクリル系樹脂（Ｅ）を樹脂固形分で
２５０ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、１週間２０℃、６５％の部屋で養生した
。
【０１１６】
　次いで、前記予め処理したロックウール断熱層の一方側面（２２）に変性イソシアネー
ト（Ａ）を１８０ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、厚み０．５ｍｍの鉄板に塗装
が施されたカラー鋼板に、１２０ｇ/ｍ2になる様スプレーを用い蒸留水を塗布後、前記変
性イソシアネート（Ａ）を塗布した面と合わせ、更にロックウール断熱層の他方側面（２
４）に変性イソシアネート（Ａ）を１８０ｇ/ｍ2になるようにロールで均一塗布し、厚み
０．５ｍｍの鉄板に塗装が施されたカラー鋼板に、１２０ｇ/ｍ2になる様スプレーを用い
蒸留水を塗布後、前記変性イソシアネート（Ａ）を塗布した面と合わせ、プレスに厚み１
５ｃｍの調整用バーをセットし、前記ロックウール断熱層の一方側面と他方側面にカラー
鋼板をそれぞれ合わせた積層体をセットし、１．０ＭＰaの圧力を１２０分かけて、厚み
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１５ｃｍの断熱積層体を得た。該断熱積層体を１週間２０℃、６５％の部屋で養生した。
　次いで前記吸水率測定方法に準じ吸水率を測定し、結果を表３に示した。
【０１１７】
　〔比較例１〕
　実施例１において、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６
）のそれぞれの四方面に耐水処理を実施しなかった以外は、同様の処理を行った。
　結果を表３に示した。
【０１１８】
　〔比較例２〕
　実施例１において、金属部材の外周側面（３４，３６）および断熱層の外周側面（２６
）のそれぞれの四方面のうち、それぞれの二方面のみに、合成ゴムラテックス系樹脂（Ｇ
）を樹脂固形分で１７０ｇ/ｍ2になるようにスプレーで均一塗布した以外は、同様の処理
を行った。
　結果を表３に示した。
【０１１９】
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【表３】

【０１２０】
　前記実施例において、アクリル系樹脂および合成ゴムラテックス系樹脂は、他の耐水改
善剤に比べて、ロックウールの空隙内に過浸透せず、好適に耐水性塗膜を形成できること
が確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１２１】
　本発明の断熱積層体は、たとえば、建物に付帯しない外壁、建物の外壁または内壁、あ
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るいは仕切り板としての断熱パネル、吸音材や、遮音材等のパネルに好適に用いることが
できる。
【０１２２】
　特に、該断熱積層体を、冷蔵庫、冷凍庫や超低温冷凍庫の壁材として設置することで、
断熱層の損傷を阻害し、保冷効果を永続的に持続させることができる。
　また、該断熱積層体を、建物に付帯しない外壁、建屋の外壁として設置することで、高
湿度の環境下、雪、雨風の環境下や、外気と内気との間で温度差が大きい環境下において
も、移住空間を快適に提供できる。更には、道路や鉄道の吸音材や遮音材としても提供で
きる。
【符号の説明】
【０１２３】
　１０・・・断熱積層体
　２０・・・断熱層
　２２・・・一方側面
　２４・・・他方側面
　２６・・・外周側面
　３０・・・金属部材
　３２・・・金属部材
　３４・・・外周側面
　３６・・・外周側面
　４０・・・耐水性塗膜
　５２・・・ローラー
　５４・・・ローラー
　５６・・・切断機
　５８・・・プッシャ
　６０・・・塗布手段
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